
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

マスコミに大きく取り上げられ、

“時の人”に。京都総評の青年部

が 6 時台の NEWS を独占した。 

府内の私立高校（増永副部長の出身

校）で、“出前授業”を行なった。 

某新聞のトップにもなった写真。 

HP＆ブログで世の中にアピール！ 

2 度の青年一揆で、参加した青

年に最賃の低さを訴える。 
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京都総評青年部は、‘０４年から“げんなり！最賃伝説。”を実施

してきました。当時はまだ、“格差社会”というコトバも言われて

おらず、“さいちん”というコトバも組織内の青年でさえマイナー

な言葉でした。 

あれから４年、この運動はマスコミにも大きく取り上げられ、今

や最賃は国民的な話題となり、３９年ぶりに法改正が今国会で審議

されるまでになりました。 

 さあ、今年は決戦の年です！今まで以上に現行最賃の低さを世の

中にアピールし、最低でも時給額 1,000 円以上の実現をめざし、

大いに盛り上がっていきましょう！ 

 ３月１３日、第１回実行委員会を開催し、９名の参加がありま

した。 
実行委員会では、 各単産の青年部から意見や実態を出し合

い、今年取り組む意義を確認しあいました。 
会議では、「指定管理者制度という公の施設を民間に委託する

制度の下、そこで働く人の時給が７００円くらい。（市職労）」「職

場に非常勤の人が多くなってきている。しかし、給料が安かった

り重労働であったりで３年でやめざるを得ない人がたくさんい

て、人材確保が業界で問題になっている。（福祉保育労）」などの

実態が出されました。 
一方で、「最賃の問題は、自分には関係ないと思っている人が

いる。」という意見も出ました。これに対して、「このまま、所得

の少ない非正規雇用労働者が増えたら、家を建てる人が激減し職

を失う可能性があり他人事ではない。（京建労）」「６月に定率減

税が全廃されると、市民からの苦情が殺到しパニックになる事が

予想される。僕は、市民と直接接しているので、心配になる。（市

職労）」といった意見が出ました。 
 
 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

１、 最賃生活体験（６月の１ヶ月間。） 
２、 事前学習会の重視 
３、 劣悪な労働条件に対して関心を持とう 
４、 街頭宣伝（最賃生活に入る前にも実施） 

 
 
実行委員会では、最賃法改正、定率減税全廃などの重要な

局面の中、‘０７年の最賃運動をどのようにするのか話し合

いました。 
「最賃生活、毎年同じことやっても意味あるのかなぁ？」 
「でも、この方法が一番、僕らに合ってるんとちゃう？」 
「新しい仲間に声掛けるとき（新歓の時とか特に。）、いいネ

タになるよ。」 
「去年、最賃生活に挑戦した参加者が同じ職場の仲間に声か

けて職場の若者全体で取り組んだトコもあるよ。」といった 
事が話し合われ、今年も最賃生活体験を実施する

方向になりました。ただ、「中身をどのように充

実していくか（特に挑戦２回目以上の人にどのよ

うにして魅力をもってもらうか）が課題。」とい

ったことも実行委員会で確認され、今後検討して

いくことになりました。 
  
 
最賃生活体験以外にも、今年はめまぐるしい情勢

であることから、●学習活動を充実させること、

●実際に最賃レベルで生活している仲間に意識

して声を聞く事、●今国会で最賃法が話し合われ

ているので街頭に積極的に出て市民に訴えてい

く事が話し合われました。 

 

※ 引き続き、実行委員を募集中！ 

お問い合わせは、京都総評青年部（担当 奥西・永井） 

        TEL．０７５－８０１－２３０８ 

snaga@labor.or.jp まで 

厚生労働者の発表によると、昨日３月１３日「最低賃金法

の一部を改正する法律案」を作成し、同法案の国会提出に

ついて閣議に付議し、閣議決定がなされました。 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

正式には、最低賃金。これ以下の賃

金で、働かせてはならないと最低賃金

法で定められています。 
現在、各都道府県で定められており、

京都府は時給額６８６円。  
全国平均６７３円。 

 
 
日本の最低賃金は４７都道府県別に決定

され、３０もの金額が設定されています。

しかも、最高の東京で７１９円、青森、岩

手、秋田、沖縄で６１０円と大きな格差が

つけられています。世界の最低賃金制度を

みると全国一律が常識です。 
 ところが、改正法案では地域ごとに最賃

を設定する内容になっています。 
  運動で跳ね返していくことが大事！ 

 
 
今国会では、最低賃金法の改正が３９年ぶり

に審議されます。与党内部からも「欧州が約１

２００円、アメリカが今度８７０円程度に引き

上げる。先進国の中でわが国は最低水準だ。こ

の現実を踏まえて最低賃金問題に取り組まな

ければならない。」との声があがっています。 
 グローバル化を言うなら、 

最賃もグローバル化にしよう！ 

日本の最賃は、最賃法に「事業の賃金支払い能

力を考慮」とあるために、審議会で経営者の言い

分がまかりとおり、「労働者の生計費（生活して

いく為に必要なお金）」無視の低額に抑えられて

います。 
審議会の労働者委員も大企業代表ばかりです。

これでは、まともな最賃を決められないのでは？

「もし、最賃を時給 1,000 円以上に引き上
げたら・・・。」―――そんな試算を労働総

研が 2月 26日、発表しました。それによる
と、消費支出が少なくとも 1 兆 3000 億円
以上増えて、生活関連分野を中心に中小企

業への波及効果も大きいと強調していま

す。（下の表を参照。） 

一方、年収 1500 万円以上の高額所得者の
収入を最賃引き上げによる賃金支払い総額

の増加分と同額増やしても、消費支出は７

５４５億円しか増えないことから、労働総

研は「（高所得者の収入より）最賃を引き上

げた方が消費にお金がまわる」と指摘して

います。 

   厚生労働省の賃金構造基本統計調査（賃構調査）や全国消費実態調査をもとに算出。 

賃構調査の対象者はパートが約 480 万

人で、一般労働者が約 2270万人。公務職

場や従業員 5 人未満の零細事業所が調査

対象から除外されており、最賃引き上げに

よる実際の波及効果は試算結果をさらに

上回るものになります。 


